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表 1 「ブランドの展開モデル（基本モデル）」 














－ 3 － 
まで成功したものである。 
 

























げられる（図 1、図 2、参照）。 
 
図 1 「ブランドの展開モデル（基本モデル）」 
１、ローカル・ブランド (LB) 
      ↓ 
２、ナショナル・ブランド (NB) 
      ↓ 
３、リージョナル・ブランド (RB) 
      ↓ 
４、グローバル・ブランド (GB)           OEM、ライセンス生産 
－ 4 － 
図 2 「ブランドの展開モデルのバリエーション」 
 
1 「OEM（ライセンス生産）から自己ブランドへ」 
 自己ブランド or  OEM               OEM or ライセンス生産 
                           投資 
1、ローカル・ブランド (LB)             技術、ノーハウの獲得 
      ↓                    コストの削減 
２、ナショナル・ブランド (NB)               ↓ 
      ↓                    OEM（ライセンス生産） 廃止 
３、リージョナル・ブランド (RB) 




自己ブランド  or  OEM                OEM or ライセンス生産 
                                                      投資 
１、ローカル・ブランド (LB)             技術、ノーハウの獲得 
      ↓ コストの低減 
２、ナショナル・ブランド (NB) ↓ 
      ↓                                     OEM（ライセンス生産）継続 
３、リージョナル・ブランド (RB)  




自己ブランド or  OEM                OEM or ライセンス生産 
                                                  投資 
１、ローカル・ブランド (LB)            技術、ノーハウの獲得 
      ↓  コストの低減 
（２、ナショナル・ブランド(NB)）               ↓ 
      ↓                   自己ブランドの放棄 
  自己ブランドの放棄                   ↓ 
 （マーケティング機能の放棄）           OEM（ライセンス生産）専業化 
 
－ 5 － 
次に、ブランド展開のバリエーションのひとつとして、（発展途上国における）ブランド
の展開を先進国のブランドとの競争関係を考慮し、作成したものが、（試論）「（発展途上国
における）ブランドの発展段階モデル」である（表 2及図 3、参照）。 
 
































－ 6 － 
図 3 （試論）「（発展途上国における）ブランドの発展段階モデル」 
 
























































－ 7 － 
注 1、 梶原勝美、「ブランド・マーケティング体系（Ⅱ）」、序章、2、（3）、1）、①、<3>｢ユニーダ｣、


































－ 8 － 















































































1920 年代から 30年代にかけて、約 30の工場が操業を始めたが、カリブ海を含む中南米全域
を網羅するには、まだまだ密度が低かったが、前途有望を約束する業績をおさめた（注 25）。
（1970 年代に入ると、中南米 40 カ国で 200 のボトリング工場が「コカ・コーラ」の瓶詰
と販売に従事するようになった。これらのボトラーの需要に応えるため、同地域の 10 か所
にコンセントレート生産工場が設立された（注26）。） 
1934 年、英国において「コカ・コーラ」が瓶詰めされた。1939 年ごろには、英国内で 7
つのボトリング工場が操業していた（注 27）。（英国では、「コカ・コーラ」は 1900 年以来売





1946 年末までにかけて、戦争中は戦地であった世界の 6つの地域で、155 余の「コカ・
－ 11 － 




















1950 年以降、「コカ・コーラ」の市場は世界中で急速に広まり始めた。1949 年から 74





京の工場ただひとつが、その需要に応じていた。それが 1964 年には、20 のボトリング工
場がフル操業するようになり、さらに、わずか 10 年後には、52 の近代的で能率のいい瓶
詰・缶詰工場が生まれており、その間、販売店も 5倍に増えて 120 万軒以上に達した。「コ
カ・コーラ」が、今日、日本の清涼飲料市場で、疑問の余地もなくブランド・リーダーで





うに述べている。「『コカ・コーラ』は、今や 135 カ国で売られている（注42）。」 
1979 年、エジプトで「アラブ・ボイコット」の中で「コカ・コーラ」が発売されるとの





である。そして、82 カ国語で広告されるようになった。70 年代には、世界の 10 億以上の










































































注 1、 M. Pendergrast, ‘FOR GOD, COUNTRY AND COCA-COLA’, Charles Scribner’s Sons, 1993；
古賀林幸訳、『コカ・コーラ帝国の興亡』、pp.47-80、徳間書店、1993；ハナ・キャンベル
著、常盤新平編、『アメリカンブランド物語』、pp.94-96、冬樹社、昭和 56 年。 




注 4、 The Coca-Cola Company,‘The Ccoca-Cola Company=An Illustrated Profile of a Worldwide 
Company’，The Coca-Cola Company,1974；株式会社コスモ・ピーアール翻訳・編集、『The 
Coca-Cola Company――その 90 年の歩み』、p.5、日本コカ・コーラ株式会社、1976 年。 
－ 15 － 
注 5、 同上、p.13。 
注 6、 同上、p.15。 
注 7、 同上。 
注 8、 同上。 
注 9、 同上。 
注 10、 同上。 
注 11、 梶原勝美、前掲論文、p.105. 
注 12、 The Coca-Cola Company, 株式会社コスモ・ピーアール翻訳・編集、前掲書、p.16。 
注 13、 同上、p.73。 
注 14、 同上。 
注 15、 同上。 
注 16、 同上。 
注 17、 同上、p.75。 
注 18、 同上。 
注 19、 同上。 
注 20、 同上、p.74。 
注 21、 同上、p.75。 
注 22、 同上。 
注 23、 同上。 
注 24、 同上。 
注 25、 p.77。 
注 26、 同上。 
注 27、 同上。 
注 28、 同上。 
注 29、 同上、p.81。 
注 30、 同上、p.87。 
注 31、 同上。 
注 32、 同上。 
注 33、 同上、p.80。 
注 34、 同上、p.81。 
注 35、 同上。 
注 36、 同上。 
注 37、 同上。 
注 38、 同上、p.87。 
注 39、 同上。 
注 40、 同上、p.89。 
注 41、 同上。 
注 42、 同上、p.105。 
注 43、 河野昭三、村山貴俊、『神話のマネジメント コカ・コーラの経営史』、p.272、まほろば
書房、平成 9 年。 
注 44、 同上、p.273。 
注 45、 The Coca-Cola Company, 株式会社コスモ・ピーアール翻訳・編集、前掲書、pp.88-89。 
注 46、 同上、p.107。 
注 47、 Text by Anne Hoy,‘Coca-Cola：The First Hundred Years’，pp.145-157,The Coca-Cola 
Company,1986. 
注 48、 河野昭三、村山貴俊、前掲書、pp.239-248；M. Pendergrast、古賀林幸訳、前掲書、pp.392-413。 
注 49、 河野昭三、村山貴俊、同上、273。 
注 50、 同上、p.279。 
注 51、 同上、p.280。 
注 52、 同上、pp.281-285。 
－ 16 － 
注 53、 同上、pp.286-287。 
注 54、 同上、pp.291-292。 
注 55、 同上、pp.287-288。 
注 56、 同上、pp.293-294。 


































－ 17 － 
いたのを見かけで驚くとともにひどく不思議であった。しかも、価格は同じ 1リットルの


























2、ローカル・ブランド（江戸文政期（1820 年頃）―1917 年） 
 
ブランド、「キッコーマン」の誕生は長い歴史の中にあり、今や伝説のかなたにあるよう
－ 18 － 
に思われる。荒川進はその著の中で、「キッコーマンは、『寿命』など全く無縁であるよう
な企業である。企業寿命の定説の十倍以上、なんと 320 年余（彼の書籍が出版されたのは


























なお、1906 年（明治 39 年）にはアメリカで商標登録をしている（注6）。また、1879 年には
「亀甲萬」の偽物が東京市中に出回るようになり、パリの印刷業者につくらせた精巧な金




さらに、1908 年（明治 41 年）には「宮内省御用」となり、「亀甲萬」を「格別のしょう
ゆ」とする評価は、宮中にも及んだ（注8）。 
 
3、ナショナル・ブランド（1917 年―1957 年） 
 



















なるのは戦後の統制解除後の 1955 年（昭和 30 年）になってからである。この年、従来か
らの大阪、横浜、福岡（1951 年（昭和 26 年）開設）に加え名古屋、札幌に営業所を開設
し、名実ともにナショナル・ブランド「キッコーマン」になったのである（注14）。 






























1925 年（大正 14 年）、朝鮮（現韓国）の仁川工場と京城工場（現ソウル）を運営してい
－ 21 － 
た日本醤油株式会社を傘下に収め、1926 年（大正 15 年）、ほまれ味噌を買収し、1929 年（昭
和 4 年）、台湾に亀甲萬醤油株式会社を設立、1936 年（昭和 11 年）、満州法人、野田醤油
股份有限公司を設立、1941 年（昭和 16 年）、北京工場を竣工、サハリンに樺太キッコーマ
ン醤油配給株式会社を設立し、1942 年（昭和 17 年）以降は、政府、軍から国策への協力
を強く求められるようになり、それに応える形での海外進出であった。1942 年（昭和 17





第 2次大戦が終了し、1952 年（昭和 27 年）、講和条約が発効し、連合軍の占領が終結し
てほどなくアメリカへの「キッコーマン」の輸出が再開した（注21）。 
1956 年（昭和 31 年）、「キッコーマン」はアメリカのスーパー、セーフウェイの定番商品
化を目指し始め、同時期に、‘AII PURPOSE SEASONING’（万能調味料）との評価を得る（注22）。 
1957 年（昭和 32 年）、サンフランシスコにキッコーマン・インターナショナル・インコー
ポレーテッド‘Kikkoman International Inc.’（KII）を設立し、アメリカ市場での「キッ
コーマン」の本格的展開を開始した（注23）。 
1964 年（昭和 39 年）、商号と商標の不一致による誤解がないように、「キッコーマン醤
油株式会社」へ社名変更（注24）。 
1972 年（昭和 47 年）、アメリカ現地法人、キッコーマン・フーズ・インコーポレーテッ










－ 22 － 
ド化の開始である。 
1972 年（昭和 47 年）、当時の西ドイツでのレストラン事業を目的とするキッコーマン・
大都会・ヨーロッパ有限会社‘Kikkoman Daitokai（Europe）GmbH’（KDE）をデュッセルド
ルフに設立（注27）。 
1975 年（昭和 50 年）、駐在員事務所をハンブルグに開設（注28）。 
1979 年（昭和 54 年）、ヨーロッパの販売会社、キッコーマン・トレーディング・ヨーロッ
パ‘Kikkoman Trading Europe GmbH’（KTE）をデュッセルドルフに設立（注29）。 
ドイツ市場から、北欧市場、スイス市場、英仏市場とヨーロッパの市場で「キッコーマ
ン」は受け入れられ、評価を高めた（注30）。 




1983 年（昭和 58 年）、シンガポールに工場を運営する現地法人、キッコーマン・シンガ
ポール社‘Kikkoman（S）Pte.Ltd.’を設立した（注 34）。 
1987 年（昭和 62 年）、新しいコーポレート・シンボルを導入（注35）。（図 4、参照） 
 











1996 年（平成 8 年）、オランダ・ホーヘザンド・サッペメア市にヨーロッパ工場建設を
開始し、運営に当たる現地法人、キッコーマン・フーズ・ヨーロッパ‘Kikkoman Foods Europe 
B.V.’（KFE）を設立した（注 37）。 
－ 23 － 




























注 1、 荒川進、『なぜキッコーマンは 320 年も続いているのか』、p.9、（株）中経出版、平成元年。 
注 2、 キッコーマン株式会社編集、『キッコーマン株式会社八十年史』、pp.43-44、キッコーマン
－ 24 － 
株式会社、2000 年。 
  なお、「亀甲萬」を考案したといわれる鈴木万平についてであるが、市山盛雄編、『野田
醤油株式会社二十年史』、野田醤油株式会社、昭和 15 年、p.463 には、「皿沼萬平の考案と
傳へ」とあり、年代は天明二年と記されている。野田醤油株式会社社史編纂室、『野田醤
油株式会社三十五年史』、野田醤油株式会社、昭和 30 年、p.524 には、「出入の皿沼万平と
いう穀問屋の主人が考案したものを天明二年に採用したと伝えられている」。キッコーマ
ン醤油株式会社編、『会社創立 50 周年記念 キッコーマン醤油史』、キッコーマン醤油株
式会社、昭和 43 年、p.89 には、「埼玉県二郷半領皿沼村にて近郷に聞こえた油屋当主鈴木
万平が考案したものと伝え」とあり、社史の間で考案者の氏素性（および年代）が一定し
ていないのも、「キッコーマン」が伝説のかなたにあるブランドの証左かもしれない。 
注 3、 同上、pp.44-45。 
注 4、 横江茂、『キッコーマン――社史挿話 味を創る』、p.9、講談社、昭和 50 年。 
注 5、 荒川進、前掲書、p.21。 
注 6、 佐藤良也、『キッコーマンの経営』、p.162、読売新聞社、昭和 50 年。 
注 7、 キッコーマン株式会社編集、前掲書、p.47。 
注 8、 同上。 
注 9、 佐藤良也、前掲書、p.200。 
注 10、 キッコーマン株式会社編集、前掲書、pp.74-83。 
注 11、 同上、p.90。 
注 12、 同上、pp.131-132。 
注 13、 同上、pp.92-96。 
注 14、 同上、p.219。 
注 15、 同上、pp.234-236。 
注 16、 佐藤良也、前掲書、p.88。荒川進、前掲書、p.78。 
注 17、 横江茂、前掲書、pp.72-76。 
注 18、 キッコーマン株式会社編集、前掲書、p.290。 
注 19、 同上、pp.62－66。 
注 20、 同上、pp.144－149。 
注 21、 同上、p.252。 
注 22、 同上、p.253。 
注 23、 同上、pp.254-55。 
注 24、 同上、pp.260-262。 
注 25、 同上、pp.314-319。 
注 26、 同上、p.408。 
注 27、 同上、pp.406-407。 
注 28、 同上、p.406。 
注 29、 同上、pp.407-408。 
注 30、 同上、pp.444-447。 
注 31、 同上、p.413。 
注 32、 同上、pp.447-449。 
注 33、 同上、pp.449-450。 
注 34、 同上、pp.450－452。 
注 35、 同上、p.475。 
注 36、 同上、p.626。 
注 37、 同上、pp.623-626。 
注 38、 同上、pp.621-623。 
注 39、 1961 年の「キッコーマン」の新聞広告のコピーには、「ショウユ？シリマセン。デモ・・
キッコーマン、シッテマス」というものが使われている――横江茂、前掲書、pp.32-33。 
※ 本稿出費津に際し、キッコーマン社史に記されている「本印」の意味が不明であったので、




































































































注 1、 安室憲一、『中国企業の競争力』、pp.136－137、日本経済新聞社、2003 年。この海璽集団
は、雇用が 1970 年代の約 500 人から 2000 年の 30,000 人に急増し、売り上げも 1997 年の
38 億元から 2004 年の 153 億元へと急増し、中国の経済発展の一翼を担っている企業集団
である。 
注 2、 同上、p.137。 
注 3、 丸川知雄、『現在中国の産業』、ｐ.3、中公新書、2007 年。 
注 4、 同上、p.3。このころから東京の秋葉原の電気街で中国人の旅行者が大きな電気製品を買
い漁る姿が目立ち始めた。 
注 5、 安室憲一、前掲書、pp.144－147。 







注 7、 2003 年の中国市場シェア。洗濯機、ハイアール、23.0％でトップ、冷蔵庫、21.5％でトッ
プ、家庭用エアコン、13.0％でトップ、電子レンジ、8.0％で 4 位。日向裕弥、『家電産業』、
丸川知雄編、『中国産業ハンドブック』、蒼蒼社、2007 年｡しかし、利潤率は 2000 年の 3.4％
から 2005 年の 1.3％へと低下している。出所、丸川知雄、前掲書、p.165。 
注 8、 丸川知雄、前掲書、p.45。 
注 9、 陳晋、『中国製造業の競争力』、pp.127－130、信山社、2007 年。 
注 10、 同上、p136．携帯電話機のほかにも、PDP（プラズマ・ディスプレイ）、記録型 DVD などが
ある。 
注 11、 http://news.searchina.ne.jp 
注 12、 安室憲一、前掲書、pp.154－156。 
注 13、 同上、p.166。 
注 14、 同上、pp.147－148；陳晋、前掲書、pp.133－134。 
注 15、 同上、p.166。 
注 16、 同上、pp.167－168。 
注 17、 ちなみに本稿出筆中の 2008（平成 20）年 1 月、念のため、東京新宿にある最大の家電量
販店の店頭調査をしたところ、数ある白物家電ブランドの中で「ハイアール」は小型冷蔵
庫のコーナーにわずか 1 種類置いてあるだけで、価格は競合する日本のブランドの 70～
80％であり、そのほかのものは販売されていなかった。なお、参考までに付記すれば、韓
国の「サムスン」ブランドは家電の中にはなく、パソコンのディスプレイのコーナーに 2
種類だけ売られていた。「LG」ブランドはドラム式洗濯機が 2 種類、普通の洗濯機が 1 種



















1991 年にキルギス共和国がソ連邦から独立した翌 1992 年にわずか 4 人で設立し、キルギ
スの伝統的な大麦焙煎発酵飲料を初めて商品化に成功し、独自の販売システムを構築し、
その後急速に成長して 1999 年には個人企業から法人化をなしえ、起業からわずか 10 数年








































































 写真 4 キルギス文字のラベル 写真 5 英語のラベル 
 




























































































写真 12 マキシムの競合状態 
写真 13 「ショロー」と「コカ・コーラ」
 





























に展開するには OEM を利用することも考えられる。） 
今から世界へ向かって HP を充実して、情報発信するのもそのひとつかもしれない。 



















＊ 本稿は、2008 年 3 月 29 日、アジア市場経済学会東西合同研究報告会で報告した｢キルギスの
中小企業について――ケーススタディ、キルギスのブランド『ショロー』」のレジメに加筆修
正して纏めた、｢ケーススタディ――キルギスのブランド『ショロー』｣、専修商学論集、第






同社の二人の若き経営幹部（一人は副社長の Talant Jumazaev、もう一人は広報部長の Aziz 
Hasanov）とのインタビューによるものである。また、本稿で使用する写真は HP からコピー
したものと私がキルギスを２回訪ねたときに撮影したものである。１回目は2003年 8月、
２回目は 2007 年 8 月である。 
注 2、 http：//www.shoro.kg 及び訪問時のインタビュー。 
注 3、 梶原勝美、チョンムルノフ・チムール、「キルギス共和国の市場経済化の過程と課題」、ア







－ 37 － 






注 7、 コカ・コーラ社が展開しているミネラル・ウオーターのブランド。 
注 8、 P.Cheverton,‘Understanding Brands’, p.11, Kogan Page, 2006． 
注 9、 1996 年にカザフスタン共和国のアルマタイ市に合弁で販売会社を設立した。 
注 10、 インタビュー時の発言 
注 11、 2008 年 1 月からコインが導入された。単位は 1、3、5 ソムと 10、50 ティーム（ティーム



























語歴史シリーズの中の 1 冊である『物語 タイの歴史』の中に、タイのブランドの「レッドブ
ル」が日本でも売っているという記述（注 4）があったのが切掛けである。そこで、早速調べたと
ころ、かなり有名なブランドでアメリカでも人気があるもので、日本でもコンビニエンス・ス
トアなどで売っているというので、1 缶（250mℓ）の「レッドブル」を 275 円で買い求め（なお、
2009 年秋には新しく 185mℓの「レッドブル」が 1 缶 200 円で販売されている）、タイでの「レッ
ドブル」との比較をしようと考えたのである。 
タイへの実態調査研究の際に，現地のコンビニエンス・ストアで「レッドブル」を瓶入りと
缶入りをそれぞれ 10 バーツ（約 30 円）と 12 バーツ（約 36 円）で買い求めた。価格がかなり
















































写真 15 「リポビタン D」（タイ及び日本）




























写真 18 イミテーション・ブランド 
（中央が｢レッドブル｣、左右はイミテーショ
ン・ブランド）） 
写真 17 「レッドブル」のブランドの拡張 







社のオーナーと交渉し、彼が設立する Austrian Red Bull 
Company の 51％の株式と交換にタイ以外のライセンス権利
を獲得したのである。なお、タイのオーナー家は現在まで






















写真 19 オーストリア 
「レッドブル」
－ 42 － 



















































写真 20・21 ２つの「レッドブル」 
 



























P.Kotler, H.Kartajaya, H.D.Hunan, ‘Think Asean’, McGraw-Hill, 2007；洞口治夫監訳、
山田郁夫訳、『ASEAN マーケティング』、マグロウヒル・エデュケーション、2007 年。 









－ 45 － 
注 5、 大正製薬は現地資本の医薬品製造販売の老舗であるオソサパ・グループを通じてタイ市場
に進出し、1996 年には子会社として合弁のオソサパ大正を設立した。 
注 6、 T.C.Pharmaceutical Industries Co., LTD 社とのインタビューによる。なお、同社との
インタビューにあたり、友人のＤhurakij Pundit University 大学院教授 Dr. Om 
Huvanandana 及び彼の甥の Apilux Huvanandana に大変お世話になったことを記して、謝意
を表します。 




注 9、 インタビューの回答。 
注 10、 http://ja.wikipedia 
注 11、 同上。 











同地では、「レッドブル」は 1 缶 2.19 ドル、ディスカウント価格は 4 缶セット 7.99 ドル
で販売されている。 
注 15、 A.Wipperfurth, 酒井泰介訳、前掲書、p.65。 























大きな経済的支配力を持っていたが第 2次大戦後に GHQ の指令により解体されたが、韓国
では朝鮮戦争後の経済成長の中で財閥が発展し、幾度かの危機を乗り切り、現在でも生き
残り、韓国経済を支配している。例えば、サムスン・グループは上場企業時価総額の全体
の約 2割弱を占め、また、サムスン・グループの生産は、韓国の GDP のかなりな割合を占
める巨大な企業グループである（注3）。 
 























1938 年、 創業者、李秉喆が青果物や乾物を取り扱う貿易会社の三星商会を設立（注4）。 




1970 年、 三星 NEC（現サムスン SDI）設立。 
1972 年、 白黒 TV 生産開始。 
1973 年、 サムスン・コーニング設立。 
1977 年、 韓国半導体通信を買収し、半導体事業に進出。カラーTV 輸出開始。三星建設、
造船、精密などを設立し、重工業に進出。 
1980 年、 通信機器事業に進出。 
1983 年、 三星半導体通信（現サムスン電子）が韓国初の 64KDRAM 開発、半導体メモリー
事業がスタート（注6）。 
 














産性の向上について、小集団活動や ZD 活動、TQC、TPM の導入と体系的な実施を行った。
製品の多様化と高付加価値化としては、カラーブラウン管の開発を行い、自社ブランドを























1999 年にはランク外であったが、2000 年の 43 位から順調に順位を上げ、2005 年には 21
－ 49 － 
位に上がり、2006 年には 20 位になり、初めてソニー（26 位）を追い抜いたのであるが、








































































に過ぎず、セールスは me-to 製品や低品質の製品を売るためのものだ』」（注 15）というもの
であった。そのためサムスン・グループの商社である日本サムソン電子の売り上げは 2008
年 12 月現在で 1兆 1,000 億円を越えているが、その 4分の 3が電子/情報通信機器関連製
品・部品である。 


















注 1、 M.Haig,‘Brand Royalty : How the World’s Top 100 Brands Thrive and Survive’,Kogan 
Page,2004；和田敏彦訳、『ブランド・ロイヤリティ』、pp.497-499、グラフ社、平成 19 年。 
注 2、 Business Week, 4045 号, 8/6/2007、pp.59-64。 




ンドで展開しているが、1993 年、サムスン・グループから分離した―― http://ja. 
wikipedia.org/wiki/CJ （2009,9,26 閲覧） 
注 6、 日本に根付くグローバル企業研究会&日経ビズテック編、『サムスンの研究』、p.325、日経
BP 社、2005 年。 
注 7、 曹斗燮、「サムスンの技術能力構築戦略」、「赤門マネジメント・レビュー」、4 巻 10 号（2005
年 10 月）、p.518、特定非営利活動法人グローバルビジネスリサーチセンター、2005 年。 
注 8、 同上、pp.517-519。 
注 9、 同上 p.519。 
注 10、 北岡俊明+｢ディベート大学｣、『世界最強企業サムソン恐るべし!』、p.117、こう書房、2005
年。 
注 11、 http://ja.wikipedia.org/wiki（2009、9,26 閲覧） 
注 12、 北岡俊明+｢ディベート大学｣、前掲書、p.200。 
注 13、 韓国の隣国日本での｢サムスン｣のブランド認知、評価はまだ低いが、その一方、中国では
日本と異なりかなり高い。｢サムスン｣は 1985 年から中国に進出し、1992 年からは対中投
資が本格化し、19 ヶ所に生産法人を設立し、2000 年以降には IT 製品を中心に｢サムスン｣
のイメージが最高級ブランドへと飛躍し、例えば、｢エニーコール｣は中国消費者の間で最
も欲しい製品に選ばれ、モニターは 3 年連続国内市場占有率 1 位に輝いた――金柳辰著、
丸子徹訳、『なぜ、サムスンは中国で勝てたのか？』、pp.42-45、彩図社、2006 年。 
注 14、 Business Week、‘THE 100 TOP BRANDS’ 
注 15、 張世進、‘SONY VS SAMSUNG',John Willey & Sons,2008;『ソニーVS サムスン』、pp.117-118、
日本経済新聞社、2009 年。 
注 16、 洪夏祥著、宮本尚寛訳、前掲書、pp.221-222。 
注 17、 ｢サムスン｣はアメリカで5年連続最高ブランドに選ばれている；http://www.sjchp.co.kr/ 
 koreanews（2009,10,1 閲覧） 




















































































が、その代表のひとつとして、まず、ここでは R.J.Keith による 1869 年に設立された製粉
企業のピルスベリー社‘Pillsbury Company’の事例研究を取り上げてみる。彼は、同社の
－ 54 － 
経営姿勢、哲学によって次のような 4つの発展段階に区分し、論じている。 
 
①、生産志向の時代‘1st ERA―PRODUCTION ORIENTED’（1869～1930 年）、｢わが社の基
本的な機能は最高品質の小麦粉を製粉することである（注2）。」 
②、販売志向の時代‘2nd ERA―SALES ORIENTED’（1930～1950 年）、｢わが社はわが社が
製造するあらゆる製品を適切な価格で販売できる一流の販売組織を持たねばならな
い（注3）。」 
③、マーケティング志向の時代‘3rd ERA―MARKETING ORIENTED’（1950 年代以降）、｢わ
が社は消費者のための製品を生産し、販売するのである（注4）。」 
















































このモデルの第 3の段階の企業であるブランド・マーケティング企業は 20 世紀後半には
出現し、20 世紀末から 21 世紀にかけて次第にしかも急速に発展してきている。現時点で
いえば、ブランド・マーケティング企業の次の発展段階は、現在の自由な消費者の選択が






注 1、 例えば、J.F.Mee の研究があげられる。彼は製粉会社を例に取り、マーケティングの発展段
階を次の 4 段階に分けている。（1）、製粉製造段階、‘“we manufacture flour” stage’,（2）、
製粉販売段階、‘“we sell flour” stage’,（3）、マーケティング・マネジメント・コンセ
プト段階、‘“marketing management concept” stage’,（4）、マーケティング支配経済段階、
‘“marketing dominated economy” stage’――J.F.Mee, ‘The Marketing Dominated Economy’ 
in R.L.Day, ed,‘Concepts for Modern Marketing’,International Textbook Company,1968. 
注 2、 R.J.Keith,‘The Marketing Revolution’, p.36,Journal of Marketing,ⅩⅩⅣ,January,1960. 
注 3、 ibid.,p.36. 
注 4、 ibid.,p.37. 
注 5、 ibid.,p.38. 






















































－ 58 － 























































































































































開モデル」を図示したものが図 1、図 2、であり、表 2の「（発展途上国における）ブラン
ドの発展段階モデル」を図示したのが、図 3である（注 22）。 
これまで、中国を念頭において発展途上国の真の経済発展、経済自立について考察を加






























































































－ 66 － 
注 1、 BRICS の経済成長率は、1988～97 年、7.4％（ロシアを除く）、1998～2007 年、6.8％と高
成長の最中である――みずほ総合研究所、『BRICs』、p.7、東洋経済新報社、2006 年。 
注 2、 例えば、「1988 年、韓国経済は日本を追い抜く、ソウル五輪を踏み台に、GNP は一気に日
米に追いつく。」という記述がみられた――林浩奎、『韓国の大逆襲』、KK ベストセラーズ、
1986 年。 
注 3、 アジア・ニーズの経済成長率は、1987～96 年、7.2％から 1997～2006 年、4.2％へと成長
が鈍化している。国別にみると、韓国 7.3％→4.3％、台湾 7.0％→4.0％、香港 5.2％→3.9％、
シンガポール 9.1％→4.5％にそれぞれ低下している――みずほ総合研究所、前掲書、pp.7
－8。 
注 4、 E.Kaynak, ‘Marketing and economic development’, Praeger, 1986；阿部真也、白石善
章訳、『マーケティングと経済発展』、pp.27-28、ミネルヴァ書房、1993 年。 
注 5、 OEM とは‘Original Equipment Manufacturer’の略称であり、通常は「相手先ブランド」
と訳される。また、一時的な注文生産である FMS（Flexible Manufacturing System）、特
にエレクトロニクスの場合には、EMS（Electronics Manufacturing System）という場合
もある。 















注 9、 1997 年、金融機関の不良債権未処理と対外短期債務の支払いが困難となる中で、国際金融
資本の外貨引き上げ、対外信用低下が起こり、その結果、深刻な外貨不足になり、デフォ
ルト（債務不履行）の危機が高まるや、韓国政府は 97 年 11 月末に国際通貨基金（IMS）
や日米欧各国に対し、「救済金融」を要請し、IMS の「管理体制」下に置かれた――姜英之、













注 13、 アジア・ニーズの 4 カ国のうち韓国はブランド国家を目指しているが、それ以外は独自の
経済を目指している。台湾はブランド国家を諦め、OEM、EMS 専業を目指し（近年、ブラン
ド化の志向を試みている企業が出現している）、シンガポールと香港はそれぞれ金融国家




ン ド を 目 指 し 、 ア メ リ カ 、 ヨ ー ロ ッ パ 市 場 へ の 進 出 を 計 っ て い る 。
http://news.searchina.ne.jp；陳晋、『中国製造業の競争力』、pp.127－130、信山社、2007
年。 
注 15、 産経新聞、2007 年 11 月 9 日。 
注 16、 韓国の家電ブランド、「ＬＧ」、自動車の「ヒュンダイ」も「サムスン」と同様日本市場で
はブランド化になかなか成功できず、苦戦している。 
























修商学総論、第 86 号、2008 年 1 月。 
注 22、 本研究を展開する最中に、考えたオリジナルなものである。さらに検討を加え、いずれ詳
細な説明を加える予定である。 
注 23、 http://japan.cnet.com 
注 24、 中国製品、メイド・イン・チャイナの多くの問題が起っている。詳細は、日経新聞、2007

















注 26、 そのひとつが、最近アメリカでいわれ始めたチャイナ・フリー‘China Free’であり、日
本の一部のブランドに付与され始めて「日本製」というワッペンの出現が挙げられよう。 
注 27、 古川一郎、山下裕子+一橋大学 BIC プロジェクトチーム、前掲書、pp.53-55。 
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年、10 月 1 日。 
















注 9、 アメリカの GF 社（ゼネラル・フーズ株式会社）のブランドでアメリカではインスタント・




注 10、 アメリカの GM 社の子会社が展開した自動車のブランド。D.A.Aaker が論じているが――
D.A.Aaker,‘BUILDING STRONG BRANDS’, The Free Press, 1996; 陶山計介、小林哲、梅本
春夫、石垣智徳訳、『ブランド優位の戦略』、pp.49-83、ダイヤモンド社、1997 年、｢ディー
ラーや購買者との結びつきを狙ったマーケティング、つまり『関係作り（relational）マー
ケティング）を通じて、『サターン』は、一気に従業員やディーラーや購買者との間に、『サ
ターン』ブランドにたいして忠誠心溢れる（brand royal）関係をつくりだしていった。・・
製品自体をマーケティングするというより、ブランドが大切にする価値を軸として関係づ
くりを最初から意識したマーケティングの試みであるという点で興味深い」と評された―
―石井淳蔵、『ブランド』、pp.65-66、岩波書店、1999 年。しかしながら、日本市場には
1997 年に進出し、「礼をつくす会社、礼をつくすクルマ」というキャッチ・コピーで広告
展開をし、ワンプライス制で値引きなしなどのマーケティング展開を試みたが、2001 年に
日本市場から撤退した――http://ja.wikipedia.org/wiki（2009,9,26 閲覧） 
